稲城市放射線量測定器貸出要綱

平成24年７月26日生活環境部長決裁
（目的）

第１条　この要綱は、市が所有する放射線量測定器(以下「測定器」という。)を市民等に貸出し、市民等が身の回りの空間放射線量を自ら測定し、もって生活環境の安全を確認するために必要な事項を定めることを目的とする。

（貸出対象者）

第２条　測定器の貸出しの対象者は、次の各号のいずれかに該当する者で、20歳以上の者とする。ただし、市長が特に認めた場合は、この限りでない。

⑴　市内に在住又は在勤する者

⑵　市内に事務所又は事業所を有する個人又は法人その他の団体の代表者

（貸出機器）

第３条　測定器は、１回の申請につき１台貸し出すものとする。

２　機器は、堀場製作所製PA-1000(ラディ)とする。

　（費用の負担）

第４条　測定器は、無償で貸し出すものとする。ただし、貸出しを受けた測定器の管理、消耗品の購入等に要する費用は、借受者の負担とする。

（貸出期間）

第５条　測定器の貸出日は、12月28日から翌年の１月３日までを除く平日とする。

２　測定器を貸し出す期間は、貸出しを受けた日の午前９時から午後４時までとする。ただし、市長が特別の事情があると認めたときは、この限りでない。

（貸出予約）

第６条　測定器の貸出しを受けようとする者は、貸出しを受ける日の１か月前の日（当該１か月前の日が、土、日、祝日及び年末年始（以下、休日という。）の場合は、その前の休日でない日）から前日（当該前日が休日である場合は、その前の休日でない日）までの間の午前９時から午後５時までに、都市環境整備部生活環境課（以下「生活環境課」という。）に申し出、予約を行わなければならない。

２　前項の申出は、生活環境課窓口に来庁し、又は電話により行うものとする。

（貸出方法）

第７条　測定器は、次の各号に定める方法により貸し出すものとする。

⑴　貸出場所は、生活環境課窓口とする。

⑵　借受者は、放射線量測定器借用申請書（様式第１号）に必要事項を記載し、市長に対し申請を行う。

⑶　前号の場合において、当該借受者は、顔写真付きで氏名及び住所が確認できる公的機関の発行する証明証等の原本を持参し、市長の確認を受けるものとする。ただし、法人等の代表者による申請の場合は、当該法人等が発行する身分証等も併せて持参し、市長の確認を受けるものとする。

（測定時の注意事項)

第８条　放射線量の測定は、次の各号に定める方法により行うものとする。

⑴　測定場所は市内とし、原則として、借受者が所有又は管理する土地、家屋、工作物等とする。

⑵　借受者が所有又は管理していない土地、家屋、工作物等を測定する場合は、必ず事前に借受者が該当土地等の所有者又は管理者の承諾を受けた上で測定を実施するものとする。

⑶　測定する場所の安全を事前に確認し、事故、怪我等が発生しないよう注意して測定を行う。なお、測定中の事故、怪我等に関しては、借受者の責任において対応するものとする。

（機器の取扱い）

第９条　貸出しを受けた測定器の取扱いは、次の各号に定めるとおりとする。

　　⑴　第三者に転貸、譲渡等をしてはならない。

　　⑵　営利目的で使用してはならない。

　（機器の返却）

第10条　借受者は、貸出しを受けた測定器に破損、異常等がないか確認し、第５条に規定する貸出期間内に生活環境課窓口において返却しなければならない。

２　前項の場合において、返却は、原則として借受者が行うものとする。

（機器の破損等）

第11条　借受者は、貸出しを受けた測定器を破損、汚損、紛失等したときは、直ちにその旨を市に報告し、借受者の負担において修理し、又は同一製品を購入して測定器を返却しなければならない。この場合において、当該借受者は返却の際に、放射線量測定器破損・紛失届出書兼報告書（様式第２号）を添付し、事故の詳細を報告するものとする。

　（測定結果の活用）

第12条　測定結果に基づく測定箇所の清掃等は、借受者の責任において実施するものとする。この場合において、借受者が所有又は管理していない土地等の清掃等に際しては、あらかじめ当該土地等の所有者又は管理者と協議のうえ実施するものとする。

（委任）

第13条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、都市環境整備部長が別に定める。

付　則

（施行期日）
１　この要綱は、平成24年９月３日から施行する。
（準備行為)
２　測定器の貸出しに関し必要な行為は、この要綱の施行の日前においても、第６条の規定の例により行うことができる。
　　付　則

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。
　　　付　則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
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